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第３章 

教育、文化芸術活動・ 

スポーツ、国際交流等 

 

 

 

（１） インクルーシブ教育システムの構築 

（２） 教育環境の整備 

（３） 文化芸術活動、スポーツ等の振興 

（４） 障害のある人などの国際交流の推進 

  



113 3 1

１．就学相談の充実 特別な教育的ニーズのある幼児の就学について、こど
も発達相談センター等療育施設と連携を図りながら、
就学相談会、就学指導委員会を開催し、適切な就学に
ついての支援をしています。

幼稚園・保育園等に就学相談会、就学指導委員会を周知し、適切な教育が受けられるよう保護
者からの就学相談に応じます。

114 3 1

２．教育相談の充実 市内の全小中学校に特別支援教育コーディネーターを
指名し、各校及び保護者からの教育相談に応じていま
す。また、学校担当が各学校を訪問し、指導していま
す。

学校生活、家庭生活、障害に関する問題の相談や助言を行うため、特別支援教育コーディネー
ターの支援や各校の教育相談の充実を図ります。

115 3 1

３．進路に関する相談支援の充
実

公共職業安定所との連携のもと進路対策委員会を通し
て進路の取り組みを支援しています。

産業現場等における実習についての情報共有などを図り進路指導の充実などを図ります。

116 3 1

４．特別支援学校及び特別支援
学級における教育の充実

①在籍する児童生徒の一人ひとりのニーズに応じた適
切な指導が行えるよう個別の教育支援計画や個別の指
導計画・個別の移行支援計画の作成の手引きを配布し
教育の充実を図っています。

①個別の教育支援計画や個別の指導計画・個別の移行支援計画を校長会議・教頭会議、コー
ディネーター研修会等の機会を通して周知し、活用の推進を図ります。

117 3 1

４．特別支援学校及び特別支援
学級における教育の充実

②特別支援学級や通常の学級に在籍する障害のある児
童生徒で、支援を必要とする場合には支援員の配置を
行っています。

②障害のある児童生徒数が増加していることから、安全の確保や学校生活支援のため、必要に
応じた支援員の配置をします。

118 3 1

５．通級指導教室における指導
の充実

①通常の学級に在籍する障害のある児童生徒に対し
て、よりよい支援を行えるよう、小・中学校における
通級による指導を推進しています。発達障害通級指導
教室には、その内容の充実を図るため、通級指導教室
指導員を雇用し、通級指導担当教員と協力し、指導を
行っています。

①通級指導教室による指導の充実を図るほか、各通級指導教室において障害の特性に応じた設
備の整備を行います。

119 3 1

５．通級指導教室における指導
の充実

②障害のある児童生徒に対して障害の特性に応じた教
育を実施するため通級指導教室の設置に取り組んでい
ます。

②障害のある児童生徒の増加しつつある現状を踏まえ、障害のある子もない子もともに学べる
よう通級指導教室を設置します。

120 3 1

６．通常の学級における指導の
充実

通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の指導を充
実するため、校内体制の整備を図るとともに、専門家
チームによる助言や巡回相談員の派遣を行っていま
す。

専門家チームによる助言や巡回相談員の派遣により、通常の学級における障害のある児童生徒
の指導の充実を図ります。

121 3 1

７．訪問指導の充実 けがや疾病により療養中、また通学して教育を受ける
ことが困難な児童生徒に対して、訪問指導を行ってい
ます。

訪問指導が長期にわたる場合においては、学習の遅れが出ないように、学校との連絡を密に取
り、支援計画を作成する等の手立てを講じます。

122 3 1

８．学生ボランティアの活用 学生支援ボランティア派遣事業の実施により、学生ボ
ランティアによる特別な支援を必要とする児童生徒の
支援を行っています。

学生ボランティアによる支援の状況を把握し、近隣大学へのボランティア依頼等により、更な
る支援の充実を図ります。

123 3 1

９．校外活動の充実 学校での校外活動を通して、さまざまな体験を学べる
ことから、小・中学校特別支援学級合同宿泊学習推進
事業を行うなど学校における校外活動の充実を図って
います。

障害のある児童生徒の日常生活・集団生活に必要なルールを学び、好ましい人間関係や他校と
の交流などの推進を図りながら校外活動等を実施します。

124 3 1

１０．産業現場等での実習の充
実

主体的に進路を選択できる力を身につけるために、特
別支援学級の中学３年生及び特別支援学校の中学３年
生・高等部の全生徒に産業現場等における現場実習を
行っています。

校内での作業学習の充実、産業現場等における実習を充実させます。

125 3 2

１．特別支援学校のセンター的
機能

特別支援学校コーディネーターによる小中学校への出
張相談や教員の研修会の講師を行うなどの連携を行っ
ています。

特別支援学校との連絡会を設け、定期的に連絡をとり、状況を把握する等の連携を強化しま
す。

126 3 2

２．発達障害理解のための職員
の研修の充実

発達障害の理解促進のため、保育園、幼稚園、関係機
関職員を対象とした「発達支援のための講演会」など
を行っています。

幼稚園・保育園等の職員に対して、専門職による支援方法の指導や講演会などを行います。

127 3 2

３．巡回相談の充実 こども発達相談センターの専門職職員等が幼稚園や保
育園等にて巡回相談を行うことにより地域での子ども
の発達に対する指導力向上を図っています。

専門職職員が巡回相談を行い、幼稚園や保育園等での生活がよりスムーズにいくよう、更なる
指導力の向上を図ります。

128 3 2

３．巡回相談の充実 こども発達相談センターの専門職職員等が幼稚園や保
育園等にて巡回相談を行うことにより地域での子ども
の発達に対する指導力向上を図っています。

専門職職員が巡回相談を行い、幼稚園や保育園等での生活がよりスムーズにいくよう、更なる
指導力の向上を図ります。

129 3 2

４．教職員への研修の充実 特別支援学級担任研修会や、小・中学校教育研究協議
会の特別支援教育部会等を通し、教職員の研修を行っ
ています。

在籍する児童生徒の一人ひとりの特別な教育的ニーズに対応するため、更なる教職員の研修を
行います。

130 3 2

５．特別支援教育コーディネー
ター等相談担当者への研修の充
実

就学相談・教育相談を専門に行うため、特別支援教育
コーディネーター等への指導力向上のため研修会を
行っています。

年間の研修計画の中で、経験別、地域別等内容を工夫するなどしながら研修を行います。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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A

希望があった保護者を対象に、就学相談を行った。通
園施設の参観を行ったり、関係機関と連携したりして
保護者と就学に向けての相談を進め、就学相談会や就
学指導委員会を行い、就学指導委員会の答申を基に就
学先の決定をした。就学相談について、より多くの保
護者に周知できるように保健福祉センター、視聴覚セ
ンター、高根台公民館の３カ所で就学に関する説明会
を実施した。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、希望があった保護者を対象に、就学相談を
行った。通園施設の参観を行ったり、関係機関と連携
したりして保護者と就学に向けての相談を進め、就学
相談会や就学指導委員会を行い、就学指導委員会の答
申を基に就学先の決定をした。今年度も就学相談につ
いて、より多くの保護者に周知できるように、就学に
関する説明会を実施したが、新型コロナウイルス感染
症拡大防止の観点から、１度しか行えなかった。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、学校訪問等で配慮が必要な児童生徒を把握
し、管理職、特別支援教育コーディネーター、担任等
へ支援の方法や校内支援体制について助言をした。必
要に応じて、授業参観や管理職、担任との面談、保護
者との個別の相談を行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、学校訪問等で配慮が必要な児童生徒を把握
し、管理職、特別支援教育コーディネーター、担任等
へ支援の方法や校内支援体制について助言をした。必
要に応じて、授業参観や管理職、担任との面談、保護
者との個別の相談を行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

特別支援学級の進路関係は、特担研にて進路関係の研
修や情報交換、現場実習の報告等を行った。通常の学
級に在籍する配慮が必要な生徒に関しては、学校訪問
等で状況を把握し、必要に応じて、保護者との進路に
関する教育相談を行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

特別支援学級の進路関係は、特担研にて進路関係の研
修や情報交換、現場実習の報告等を行った。通常の学
級に在籍する配慮が必要な生徒に関しては、学校訪問
等で状況を把握し、必要に応じて、保護者との進路に
関する教育相談を行った。

継続
総合教育セ
ンター

B

引き続き、コーディネーター研修、特別支援学級担任
研修、学校訪問等で個別の教育支援計画や個別の指導
計画、個別の移行支援計画に関する研修を行い更なる
活用の推進を図った。また、授業研究会で助言をし、
若年層教員の指導力向上を図った。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、コーディネーター研修、特別支援学級担任
研修、学校訪問等で個別の教育支援計画や個別の指導
計画、個別の移行支援計画に関する研修を行い、事例
集を案内し、更なる活用の推進を図った。また、授業
研究会で助言をし、若年層教員の指導力向上を図っ
た。

継続
総合教育セ
ンター

A

障害のある児童生徒数が増加していることから、支援
員を増員した。小学校４１校に６９人、中学校１５校
に１９人の支援員を配置し、障害のある児童生徒の充
実した学習と安全な学習環境の補償に努めた。
（支援員数：８８名）

拡大
総合教育セ
ンター

A

障害のある児童生徒数が増加していることから、支援
員を増員した。小学校38校に72人、中学校１6校に
21人の支援員を配置し、障害のある児童生徒の充実し
た学習と安全な学習環境の補償に努めた。
（支援員数：93名）

拡大
総合教育セ
ンター

A

引き続き、児童生徒の実態に即した教室環境を整備
し、備品や消耗品などの充実を図り教育効果を高めら
れるように努めた。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、児童生徒の実態に即した教室環境を整備
し、備品や消耗品などの充実を図り教育効果を高めら
れるように努めた。

継続
総合教育セ
ンター

A

中学校発達障害通級指導教室を新たに１校開設するた
めに、教室改修工事を行った。３１年度から開設予
定。 継続

総合教育セ
ンター

A

中学校発達障害通級指導教室を新たに１校開設した。
また、小学校通級指導教室の兼務校の見直しを図り、
通級の通学の利便性が向上した。 継続

総合教育セ
ンター

A

希望があった学校を対象に専門家チーム会議（年間３
回）を開催した。巡回相談員を１校につき６回派遣
し、前期１４校、後期１１校、合計１５０回に派遣し
た。

継続
総合教育セ
ンター

A

希望があった学校を対象に専門家チーム会議（年間３
回）を開催した。巡回相談員を１校につき６回派遣
し、前期１3校、後期１2校、合計１５０回に派遣し
た。

継続
総合教育セ
ンター

A

実施件数は１１件、訪問指導を実施した延べ回数は１
３１回。市内での実施が可能な訪問指導の希望はすべ
て受けることができ、教育の充実が図れた。指導内容
は学校との連携が十分に取れるように支援した。

継続 指導課 A

実施件数は６件、訪問指導を実施した延べ回数は７１
回。市内での実施が可能な訪問指導の希望はすべて受
けることができ、教育の充実が図れた。指導内容は学
校との連携が十分に取れるように支援した。

継続 指導課

A

学校支援ボランティアを小学校３８校、中学校５校に
７９３回派遣し、特別な支援を要する児童生徒への支
援の充実を図った。 継続

総合教育セ
ンター

A

学校支援ボランティアを小学校５２校、中学校３校に
７３０回派遣し、特別な支援を要する児童生徒への支
援の充実を図った。 継続

総合教育セ
ンター

A

小・中学校特別支援学級合同宿泊学習推進事業を行っ
た。小学校は、7月２３日～２５日に千葉市少年自然の
家、中学校は、６月１８日～２０日に一宮少年自然の
家で宿泊を行った。また、地区ごとにブロック行事を
行い、小・中学校の交流会を行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

小・中学校特別支援学級合同宿泊学習推進事業を行っ
た。小学校は、7月２２日～２４日に千葉市少年自然の
家、中学校は、７月１日～３日に一宮少年自然の家で
宿泊を行った。また、地区ごとにブロック行事を行
い、小・中学校の交流会を行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、産業現場等における現場実習を中学生は年
間１回、高等部生徒については1年生は１回、２・３年
生は2回行った。現場実習という働く経験を通して、職
業意識の形成、将来の社会生活・職業生活に関する知
識や自己の特性を知る機会となった。高等部３年生に
ついては、卒業後の進路先へとつながった。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、産業現場等における現場実習を高等部生徒
については1年生は１回、２・３年生は2回行った。現
場実習という働く経験を通して、職業意識の形成、将
来の社会生活・職業生活に関する知識や自己の特性を
知る機会となった。高等部３年生については、卒業後
の進路選択となった。

継続
総合教育セ
ンター

B

引き続き、臨床心理士や言語聴覚士を特別支援学校に
配置し職員の専門性の向上や市内の学校の相談に応じ
た。特別支援学校と定期的に連絡を取り合い、より一
層の連携に努めた。

継続
総合教育セ
ンター

B

引き続き、臨床心理士や言語聴覚士を特別支援学校に
配置し職員の専門性の向上や市内の学校の相談に応じ
た。特別支援学校と定期的に連絡を取り合い、より一
層の連携に努めた。

継続
総合教育セ
ンター

A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、職員向け研修
会を開催した。
地域子育て支援課（児童ホーム・放課後ルーム）主催
職員研修に講師を派遣した。

継続 療育支援課 A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、職員向け研修
会を開催した。
地域子育て支援課（児童ホーム・放課後ルーム）主催
職員研修に講師を派遣した。

継続 療育支援課

A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市
内の幼稚園等の職員に対して巡回相談等を行うことに
より職員の資質の向上を図った。 継続 療育支援課 A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市
内の幼稚園等の職員に対して巡回相談等を行うことに
より職員の資質の向上を図った。 継続 療育支援課

A

巡回相談員を１校につき６回派遣し、前期１４校、後
期１１校、年間合計１５０回に派遣した。児童生徒に
対する具体的な指導方法や学校の特別支援教育体制に
ついて助言した。

継続
総合教育セ
ンター

A

巡回相談員を１校につき６回派遣し、前期１３校、後
期１２校、年間合計１５０回に派遣した。児童生徒に
対する具体的な指導方法や学校の特別支援教育体制に
ついて助言した。

継続
総合教育セ
ンター

A

特別支援学級担任研修会の知的障害研究部会で8回、自
閉症・情緒障害教育研究部会9回、発達障害教育部会で
9回、聴覚・言語障害教育研究部会で７回、特別支援学
校教育研究部会で8回、小・中学校教育研究協議会の特
別支援教育部会で年9回の研究研修を行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、特別支援学級担任研修会の知的障害研究部
会で8回、自閉症・情緒障害教育研究部会9回、発達障
害教育部会で9回、聴覚・言語障害教育研究部会で７
回、特別支援学校教育研究部会で8回、小・中学校教育
研究協議会の特別支援教育部会で年9回の研究研修を
行った。

継続
総合教育セ
ンター

A

特別支援教育コーディネーター研修会を年５回行っ
た。コーディネーターの役割や市内の特別支援教育の
取り組み、個別支援計画や個別指導計画の作成や活用
に関すること、ペアレントトレーニングや保護者との
教育相談、支援を要する子どもの支援の研修等を行っ
た。

継続
総合教育セ
ンター

A

特別支援教育コーディネーター研修会を年５回行っ
た。コーディネーターの役割や市内の特別支援教育の
取り組み、個別支援計画や個別指導計画の作成や活用
に関すること、LD／ADHDなどの疑似体験プログラム
やアンガーマネージメントなどより実践的なの研修等
を行った。

継続
総合教育セ
ンター

進捗状況（令和元年度）
担当課

進捗状況（平成30年度）
担当課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

131 3 2

６．学校施設・設備の充実 ①教育効果を高めるため、特別支援学校及び特別支援
学級について、児童生徒数を確認しながら毎年計画を
策定し、計画的に学校の施設・設備の整備を図ってい
ます。

①特別支援学校、特別支援学級に在籍する児童生徒数の増加が見込まれるため、動向を見なが
ら特別支援学校の改修や特別支援学級及び通級指導教室の設置を検討します。

132 3 2

６．学校施設・設備の充実 ②通常の学級に在籍する肢体不自由などの児童生徒の
ために、障害の状況に合わせた施設・設備の改善を
図っています。

②就学１年前から行う就学相談にて、障害の状況の把握などを行っているが、設備の整備の準
備を行うためにも、より早期からの就学相談についても検討します。

133 3 2

６．学校施設・設備の充実 ③大規模改造事業及び校舎改修事業にあたって、各校
の改造・改修の状況を踏まえながら、障害のある児童
生徒に配慮した整備を行っています。

③増改築時や障害のある児童生徒の状況を踏まえて、エレベーター・多目的トイレ等のバリア
フリー化を図ります。

134 3 2

７．公民館などの施設の充実 老朽化等による公民館等の建替えにあたり、障害のあ
る人に配慮した整備を行っています。

今後も公民館等の建替え時にバリアフリー化を進めていくとともに、建替え予定のない２階以
上の公民館にエレベーターを設置します。

135 3 3

１．スポーツ、文化施設の整備
の推進

スポーツ、文化施設について、障害のある人の参加・
利用に配慮した整備に努めています。

障害のある人に配慮したスポーツ、文化施設の整備を推進します。

136 3 3

１．スポーツ、文化施設の整備
の推進

スポーツ、文化施設について、障害のある人の参加・
利用に配慮した整備に努めています。

障害のある人に配慮したスポーツ、文化施設の整備を推進します。

137 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

138 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

139 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

140 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

141 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

142 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

143 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

144 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエー
ション、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障害のある人の要望に応じて、現在実
施している事業を拡大する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

145 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。

146 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。

147 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。

148 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。

149 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。
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担当課

A

新たに、小学校２校に自閉症情緒障害特別支援学級を
開設した。特別支援学校（小学部）の児童の増加に伴
い校舎の増築を行った。次年度開設に向けて、特別支
援学級や通級指導教室設置の検討を行った。

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

A

新たに、小学校1校に自閉症情緒障害特別支援学級を中
学校１校に発達障害通級指導教室を開設した。また、
特別支援学校金堀校舎では生徒数増加により教室、作
業室が不足するため作業棟の増築を行った。

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

A

肢体不自由の小学６年生が中学校に入学するため、施
設課と入学先である２校の中学校と連携し、該当児童
が安全に上り下りができるよう、階段に手すりを取り
付け、学校設備の充実を図った。

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

A

肢体不自由の児童生徒が新たに小・中学校に転入・入
学するため、児童・生徒が安全に学校生活が送れるよ
うに、肢体不自由児童に対応したトイレを小学校３校
に、手すりを２校に設置した。

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

A

特別支援学校高根台校舎にエレベーターと多目的トイ
レを整備。また、増築中である特別支援学校金堀校舎
に多目的トイレを整備している。（令和元年度完成予
定）

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

A

トイレ改修工事に合わせて小学校６校に多目的トイレ
を整備した。また、特別支援学校金堀校舎の作業棟に
多目的トイレを整備した。 継続

総合教育セ
ンター
・施設課

完了

平成27年度で、２階以上の公民館にエレベーターの設
置が完了した。なお、今後も公民館等の改修時等に
は、バリアフリー化に配慮した仕様を検討する。 完了 社会教育課 完了

平成27年度で、２階以上の公民館にエレベーターの設
置が完了した。なお、今後も公民館等の改修時等に
は、バリアフリー化に配慮した仕様を検討する。 完了 社会教育課

C

既存施設の計画的な修繕等に至っていない。

継続
生涯スポー

ツ課
C

既存施設の計画的な修繕等に至っていない。

継続
生涯スポー

ツ課

D

バリアフリー化に関する施設整備は実施していない。

継続 文化課 D

バリアフリー化に関する施設整備は実施していない。

継続 文化課

A

アーチェリー・ダーツ・ボッチャ等を身体障害者福祉
センターにおいて実施した。
参加者数（延べ人数） アーチェリー１１人、ダーツ
５７人、ボッチャ２５人

継続 障害福祉課 A

アーチェリー・ダーツ・ボッチャ等を身体障害者福祉
センターにおいて実施した。
参加者数（延べ人数） アーチェリー６人、ダーツ５
６人、ボッチャ２１人

継続 障害福祉課

D

障害者を対象とした事業を実施しておらず、また、事
業障害のある人や関係団体から事業拡大に関する要望
を受けていない。

継続 文化課 D

障害者を対象とした事業を実施しておらず、また、事
業障害のある人や関係団体から事業拡大に関する要望
を受けていない。

継続 文化課

B

成人の日市民駅伝では、特別支援学校の他に、一般
チームにも伴走者をつけて参加している方が数名見ら
れたが、全体的にまだ参加者は少ない。 継続

生涯スポー
ツ課

B

成人の日市民駅伝では、特別支援学校の他に、一般
チームにも伴走者をつけて参加している方が数名見ら
れたが、全体的にまだ参加者は少ない。 継続

生涯スポー
ツ課

A

市内小中学校の特別支援学級及び特別支援学校を卒業
した青少年で構成されている団体に対し、交流と自立
の場を提供をした（中央公民館「青年教室若草の
会」）。４月から３月の間で、９回スポーツや趣味講
座など様々な活動を行った。

継続 中央公民館 A

市内小中学校の特別支援学級及び特別支援学校を卒業
した青少年で構成されている団体に対し、交流と自立
の場を提供をした（中央公民館「青年教室若草の
会」）。４月から２月の間で、８回スポーツや趣味講
座など様々な活動を行った。

継続 中央公民館

A

2020年開催の東京パラリンピックを見据え、
「2019パラスポーツを楽しもう！体験会」を実施
し、83名の参加者があった。ボッチャ、車いすバス
ケット、ゴールボール、フライングディスクそれぞれ
の競技で活躍されている選手と一緒に体験する場を提
供することができた。

継続 東部公民館 A

「1964東京パラリンピック大会記録映画会とパラス
ポーツ体験会」を実施し、54名の参加者がった。パラ
スポーツ体験会ではボッチャ交流大会を開催し、船橋
市ボッチャ協会の皆さんと一緒に体験し、パラスポー
ツを楽しむ場を提供することができた。

継続 東部公民館

D

実施していない。

継続 西部公民館 D

実施していない。

継続 西部公民館

D

実績なし。

継続 北部公民館 D

実績なし

継続 北部公民館

A

「障害がある青少年自立支援事業」として船橋特別支
援学校高根台校舎と共催し、リトミックや音楽遊びを
行うことで、音楽の楽しさを体感し、音楽を生活に取
り入れらるような事業を実施した。

継続
高根台公民

館
A

「障害がある青少年自立支援事業」として船橋特別支
援学校高根台校舎と共催し、絵本の読み聞かせを体感
し、普段は体験できない、大型絵本の面白さ、読み聞
かせの楽しさを味わうことのできる事業を実施した。

継続
高根台公民

館

A

「千人の音楽祭」で車椅子鑑賞スペースを設けるな
ど、必要に応じた配慮を行った。

継続 文化課 A

「千人の音楽祭」で車椅子鑑賞スペースを設けるな
ど、必要に応じた配慮を行った。

継続 文化課

C

障害を持った方の参加が非常に少ない。
安全面には十分に配慮して運営を行っている。

継続
生涯スポー

ツ課
C

障害のある方の参加が非常に少ない。
安全面には十分に配慮して運営を行っている。

継続
生涯スポー

ツ課

A

公民館でのコンサート等の文化事業において、車椅子
利用者に対する会場設営などに配慮した。また、サー
クル活動に参加する車椅子利用者の駐車場利用につい
て、事前予約により配慮した。その他利用者の状況に
応じて配慮した。

継続 中央公民館 A

公民館でのコンサート等の文化事業において、車椅子
利用者に対する会場設営などに配慮した。また、サー
クル活動に参加する車椅子利用者の駐車場利用につい
て、事前予約により配慮した。その他利用者の状況に
応じて配慮した。

継続 中央公民館

A

公民館開催事業時に車イス利用者を考慮した会場設営
など、参加者に配慮し運営することができた。

継続 東部公民館 A

公民館開催事業時に車椅子利用者を考慮した会場設営
など、参加者に配慮し運営することができた。

継続 東部公民館

A

アフター５ｄｅ公民館（映画鑑賞会）や音楽フェス
ティバル実施時に、車椅子利用者や足が不自由な方に
対する会場設営に配慮した。

継続 西部公民館 A

コンサート等の文化事業において、車椅子利用者や足
が不自由な方に対する会場設営に配慮した。
バス研修の際などに、視覚障害者に対し見えやすい席
の確保などの配慮を行った。

継続 西部公民館
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

150 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。

151 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入
場や参加者のサポート体制を整えるなど障害のある人
の参加に配慮しています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レクリエーション、文化事業を開催し
ます。

152 3 3

３．千葉県障害者スポーツ大会
への参加促進

千葉県障害者スポーツ大会への参加の勧奨を広報ふな
ばし等を利用し行っています。また、特別支援学校や
障害者施設に対しても案内を送付しています。

より多くの障害のある人の参加促進のため、広報ふなばしへの掲載や特別支援学校及び障害者
施設に対する案内送付とともに、ホームページ等により、更なる周知を図ります。

153 3 3

４．作品発表の場の提供 障害者週間記念事業において作品展を開催するなど障
害のある人の作品発表の場を提供しています。

市のホームページ、広報ふなばし、チラシ等により、作品展の更なる周知を図り、より多くの
方に鑑賞して頂けるよう努めます。

154 3 3

５．障害のある人を指導するス
ポーツ・レクリエーション指導
者の確保

指導者を育成している団体の活動に対する後援承認な
どにより、スポーツ・レクリエーション指導者やボラ
ンティアの育成を支援しています。

リハビリテーションの一環として、スポーツ・レクリエーションを行う指導者育成団体の活動
への支援を通じて、指導者の確保に努めます。

155 3 3

６．精神障害者のレクリエー
ションや創作的活動等の充実

船橋市地域活動支援センターが行う事業の一環として
レクリエーション、創作的活動などを推進していま
す。

（仮称）保健福祉センターへの移転とともに、更なる事業の充実を図ります。

156 3 3

７．地域のスポーツリーダーへ
の障害のある人の理解の浸透

地域のスポーツを推進するスポーツ推進委員やふなば
し市民大学校スポーツコミュニケーション学科の学生
などに、講義などを通して障害のある人への理解の浸
透を図っています。

地域のスポーツリーダーに対して障害のある人への理解の浸透を図ります。

157 3 3

７．地域のスポーツリーダーへ
の障害のある人の理解の浸透

地域のスポーツを推進するスポーツ推進委員やふなば
し市民大学校スポーツコミュニケーション学科の学生
などに、講義などを通して障害のある人への理解の浸
透を図っています。

地域のスポーツリーダーに対して障害のある人への理解の浸透を図ります。

158 3 3

８．スポーツ・文化活動を行う
団体などへの障害のある人の受
け入れ支援

スポーツ・文化活動を行う団体などからの求めに応じ
て、障害のある人のスポーツ・文化活動への参加に対
する相談を受け、参加を推奨しています。

必要に応じて、スポーツ・文化活動を行う団体からの相談に応じ、障害のある人の受け入れを
支援します。

159 3 3

９．一般市民団体による障害福
祉施設への交流活動の支援

一般市民団体が自主的な活動の中で、障害福祉施設へ
の訪問など交流活動を行っています。

必要に応じて、障害福祉施設の紹介をするなど、交流活動を支援します。

160 3 3

９．一般市民団体による障害福
祉施設への交流活動の支援

一般市民団体が自主的な活動の中で、障害福祉施設へ
の訪問など交流活動を行っています。

必要に応じて、障害福祉施設の紹介をするなど、交流活動を支援します。

161 3 3

１０．学校におけるスポーツ、
文化活動の充実

障害のある児童生徒も障害のない児童生徒もともに、
スポーツや文化活動に取り組めるよう、各学校に指
導・助言を行っています。

障害の有無に関わらず、スポーツや運動に親しみ安全に留意しながら個に応じた活動が進めら
れるよう指導していきます。児童生徒の興味関心を大切にし、文化活動に主体的に参加できる
よう助言します。

162 3 3

１０．学校におけるスポーツ、
文化活動の充実

障害のある児童生徒も障害のない児童生徒もともに、
スポーツや文化活動に取り組めるよう、各学校に指
導・助言を行っています。

障害の有無に関わらず、スポーツや運動に親しみ安全に留意しながら個に応じた活動が進めら
れるよう指導していきます。児童生徒の興味関心を大切にし、文化活動に主体的に参加できる
よう助言します。

163 3 3

１１．スポーツ・文化活動への
参加の促進

広報でのスポーツ・文化活動への参加の呼びかけ、有
料公共施設の利用については障害のある人が利用する
際に使用料を減免することで、スポーツ、文化活動へ
の参加促進を図っています。

広報活動等により、更なる参加を呼びかけ、有料公共施設の使用料について減免することによ
りスポーツ、文化活動を促進します。

164 3 3

１１．スポーツ・文化活動への
参加の促進

広報でのスポーツ・文化活動への参加の呼びかけ、有
料公共施設の利用については障害のある人が利用する
際に使用料を減免することで、スポーツ、文化活動へ
の参加促進を図っています。

広報活動等により、更なる参加を呼びかけ、有料公共施設の使用料について減免することによ
りスポーツ、文化活動を促進します。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第３章教育、文化芸術活動・スポーツ、国際交流等】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）

担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

A

・主催事業「二和劇場」において、車いす利用者等障
害をお持ちの方の優先入場について配慮している（二
和）。
・ふれあいコンサートでの車椅子スペースを確保して
いる（北部・小室）。北部、小室は平成30年度は利用
なし。
・事前に連絡のあった場合は、会場内の場所等に配慮
している（松が丘）。
・「水と緑のコンサート」において、車いす利用者の
優先入場など障害のある人の参加に配慮した（坪井）

継続 北部公民館 A

・ふれあいコンサートでの車椅子スペースを確保して
いる。（北部）。
主催事業「二和劇場」において、車椅子利用者等障害
をお持ちの方の優先入場について配慮している（二
和）。
・申し出があった場合、事業参加中の車椅子の貸し出
しを行った。また会場内の席の位置等に配慮した(海老
が作）。
ふれあいコンサートで事前予約により確保している。
文化祭においては、車椅子利用者に対する会場設営な
どに配慮した（小室）。
・ファイヤーコンサートで車椅子スペースを確保し
た。
・事前に連絡のあった場合は、会場内の場所等に配慮
して確保している。
・「水と緑のコンサート」において、車椅子利用者の
優先入場など障害のある人の参加に配慮した。
・申し出があった場合、事業参加中の車椅子の貸し出
しを行った。また会場内の席の位置等に配慮した(坪
井）。

継続 北部公民館

A

公民館文化祭の一部会場において車いす専用スペース
を設置し、落ち着いて発表の観覧ができるよう配慮し
た。

継続
高根台公民

館
A

公民館文化祭の一部会場において車椅子専用スペース
を設置し、落ち着いて発表の観覧ができるよう配慮し
た。

継続
高根台公民

館

A

広報ふなばしへの掲載やホームページ等により、千葉
県障害者スポーツ大会への参加の勧奨を行った。

継続 障害福祉課 A

前回参加者及び障害福祉団体への案内送付や、広報ふ
なばし及びホームページへの掲載などにより、千葉県
障害者スポーツ大会への参加の勧奨を行った。

継続 障害福祉課

A

障害者週間記念事業の中で、団体・個人からの作品を
募集し、事業の充実に取り組んだ。

継続 障害福祉課 A

障害者週間記念事業の中で、団体・個人からの作品を
募集し、事業の充実に取り組んだ。

継続 障害福祉課

A

船橋市パラスポーツ協議会において、障がい者スポー
ツ指導員の養成を行った。

継続 障害福祉課 A

船橋市パラスポーツ協議会において、障がい者スポー
ツ指導員の養成を行った。

継続 障害福祉課

A

船橋市地域活動支援センター事業としてレクリエー
ション、創作的活動等を通して日中活動の場の提供と
ともに、アンケートを実施し利用者からの声をプログ
ラムに生かすことで、利用者が楽しみながら参加でき
る企画を実施した。

継続 地域保健課 A

船橋市地域活動支援センター事業としてレクリエー
ション、創作的活動等を通して日中活動の場の提供と
ともに、アンケートを実施し利用者からの声をプログ
ラムに生かすことで、利用者が楽しみながら参加でき
る企画を実施した。

継続 地域保健課

A

ふなばし市民大学校まちづくり学部スポーツコミュニ
ケーション学科の授業において、ハンディキャップス
ポーツの講義や実技を行った。前年度と比較し、修了
者数は減少したが、障害のある人への理解の浸透を図
ることができていると考えられるため、評価をAとし
た。
平成30年度実績
修了者数：15人

継続 社会教育課 A

ふなばし市民大学校まちづくり学部スポーツコミュニ
ケーション学科の授業において、ハンディキャップス
ポーツの講義や実技を行った。前年度と比較し、修了
者数は大幅に増となり、カリキュラムに初級障がい者
スポーツ指導者資格取得を取り入れるなど、障害のあ
る人への理解の浸透を図ることができていると考えら
れるため、評価をAとした。
令和元年度実績
修了者数：31人

継続 社会教育課

B

市民大学校では、スポーツコミュニケーション学科で
４時間の講義・実習を実施している。スポーツコミュ
ニケーション学科では２０人が受講している。 継続

生涯スポー
ツ課

B

市民大学校では、スポーツコミュニケーション学科で
４時間の講義・実習を実施している。スポーツコミュ
ニケーション学科では２０人が受講している。 継続

生涯スポー
ツ課

A

千葉県障害者スポーツ大会実施時に、障害福祉団体等
に参加を呼びかけた。

継続 障害福祉課 A

千葉県障害者スポーツ大会実施時に、障害福祉団体に
参加を呼びかけた。

継続 障害福祉課

A

身体障害者福祉作業所太陽や身体障害者福祉センター
において一般市民団体による活動が行われているほ
か、市のホームページへ障害福祉施設の情報を掲載し
た。

継続 障害福祉課 A

身体障害者福祉作業所太陽や身体障害者福祉センター
において一般市民団体による活動が行われているほ
か、市のホームページへ障害福祉施設の情報を掲載し
た。

継続 障害福祉課

D

市民団体から施設紹介等に関し要望を受けておらず、
評価できない。

継続 文化課 D

市民団体から施設紹介等に関し要望を受けておらず、
評価できない。

継続 文化課

A

次期学習指導要領にも定義づけられた，障害のある児
童生徒との交流及び共同学習の機会を設けるよう呼び
かけるとともに，共に尊重しあいながら協働して生活
していく態度を育むよう，各学校に呼びかけるととも
に，学校に訪問した際には，現場の教員に指導，助言
をすることができました。

継続 指導課 A

次期学習指導要領にも定義づけられた、障害のある児
童生徒との交流及び共同学習の機会を設けるよう呼び
かけるとともに、共に尊重しあいながら協働して生活
していく態度を育むよう、各学校に呼びかけるととも
に、学校に訪問した際には、指導に悩んでいる現場の
教員に指導、助言をすることができました。

継続 指導課

A

市内の小・中・特別支援学校の教職員を対象に、体育
主任研修会を２回実施した。また、運動部活動指導者
研修会を１回実施した。また、学校訪問、要請訪問を
行い、障害の有無に関わらず、一人一人の実態に応じ
て、主体的に運動に取り組むことができるよう、指導
助言を行った。

継続 保健体育課 A

体育主任研修会では、性差、個人差関係なく運動に親
しむ授業つくりを推奨した。また、学校訪問や要請訪
問では、個に応じた課題や、活動場所等の工夫によ
り、誰もが主体的に運動に親しみ取り組めるよう指導
助言を行った。

継続 保健体育課

A

ＹＭＣＡチャリティーランの実施にあたり、運動公園
に使用料減免の申請を行った。

継続 障害福祉課 A

ＹＭＣＡチャリティーランの実施にあたり、運動公園
に使用料減免の申請を行った。

継続 障害福祉課

B

障害のある人が有料公共施設を利用する際の使用料に
ついては、減免を行っておりますが、広報活動等によ
る参加促進は行えていない。

継続
生涯スポー

ツ課
B

障害のある人が有料公共施設を利用する際の使用料に
ついては、減免を行っておりますが、広報活動等によ
る参加促進は行えていない。

継続
生涯スポー

ツ課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

165 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

166 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

167 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

168 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

169 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

170 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

171 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きによ
り使用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っ
ています。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する際には、使用料の減免を
通じて、生涯学習の参加を促進します。

172 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ②生涯学習情報冊子「楽しく学ぼうふなばし」を作成
し、船橋市及びふなばし市民大学校や船橋市公園協会
等で行っている、障害のある人のための生涯学習情報
も含めた生涯学習情報を提供しています。

②障害のある人を含めた生涯学習情報を提供します。

173 3 4

１．国際交流事業への障害のあ
る人の参加の推進

姉妹都市との国際交流記念事業において、障害のある
人も含む市民団体にて国際交流を行っています。

障害の有無にかかわらない国際交流を実施します。
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担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

A

公民館の使用料減免を希望する障害福祉団体につい
て、減免となるように社会教育課長に申請した。

継続 障害福祉課 A

公民館の使用料減免を希望する障害福祉団体につい
て、減免となるように社会教育課長に申請した。

継続 障害福祉課

A

障がい者団体の公民館利用に対し、要綱に基づき使用
料の減免措置を行った。

継続 中央公民館 A

障害者団体の公民館利用に対し、要綱に基づき使用料
の減免措置を行った。

継続 中央公民館

A

障害福祉団体がサークル活動を行う際に公民館使用料
の減免を行い、生涯学習の参加の促進が図られてい
る。

継続 東部公民館 A

障害福祉団体がサークル活動を行う際に公民館使用料
の減免を行い、生涯学習の参加の促進が図られてい
る。

継続 東部公民館

A

障害者団体がサークル活動等を行う際の使用施設とし
て定着してきている。また、該当の団体利用時には、
公民館使用料の免除を行っている。 継続 西部公民館 A

障害者団体がサークル活動等を行う際の使用施設とし
て定着してきている。また、該当の団体利用時には、
公民館使用料の免除を行っている。 継続 西部公民館

A

該当団体利用時には公民館使用料を減免している。

継続 北部公民館 A

該当団体利用時には、公民館使用料を減免している。

継続 北部公民館

A

登録されている障害福祉団体への使用料の減免によっ
て利用の促進を図っている。

継続
高根台公民

館
A

登録されている障害福祉団体への使用料の減免によっ
て利用の促進を図っている。

継続
高根台公民

館

A

障害福祉団体が、障害福祉の向上を目的とした活動で
公民館を使用する際は、使用料を免除した。利用回
数、利用者数共に減少したものの、使用料の減免を通
して生涯学習への参加の促進を図ったため、評価をAと
した。
平成30年度実績
利用回数：延べ1,339回
利用者数：延べ18,890名

継続 社会教育課 A

障害福祉団体が、障害福祉の向上を目的とした活動で
公民館を使用する際は、使用料を免除した。利用回
数、利用者数共に減少したものの、使用料の減免を通
して生涯学習への参加の促進を図ったため、評価をAと
した。
令和元年度実績
利用回数：延べ　1,216回
利用者数：延べ　18,207名

継続 社会教育課

A

生涯学習冊子「楽しく学ぼうふなばし」を発行し、市
等が実施する生涯学習事業をお知らせした。前年度と
同数を発行し、生涯学習情報を提供できたため、評価
をAとした。
平成30年度実績
発行部数：年間2,100冊

継続 社会教育課 A

生涯学習冊子「楽しく学ぼうふなばし」を発行し、市
等が実施する生涯学習事業をお知らせした。前年度と
同数を発行し、生涯学習情報を提供できたため、評価
をAとした。
令和元年度実績
発行部数：年間　2,100冊

継続 社会教育課

A

従前どおり、障害のある人も含む市民団体（船橋市国
際交流協会）にて国際交流イベントを実施している。
また、同協会が主催する国際理解セミナーでは、車椅
子使用者専用スペースを設けている。

継続 国際交流課 A

従前どおり、障害のある人も含む市民団体（船橋市国
際交流協会）にて国際交流イベントを実施している。
また、同協会が主催する国際理解セミナーでは、車椅
子使用者専用スペースを設けている。

継続 国際交流課
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第４章 

雇用・就業、経済的自立の支援 

 

 

 

 

（１） 障害のある人の雇用促進 

（２） 総合的な就労支援 

（３） 福祉的就労の充実 

（４） 経済的自立の支援 

  



174 4 1

１．就労希望者への情報提供 ①障害者就業・生活支援センターへ就労支援員配置のた
めの補助金を交付し、適切な就労相談を受けられる環境
整備に努めています。

①きめ細かい支援が受けられるよう、障害者就業・生活支援センターの就労支援員配置のための
補助事業を継続して実施し、地域の各事業所と連携して相談者のニーズに応じた適切な支援が実
施できるよう、体制の構築を図ります。

175 4 1
１．就労希望者への情報提供 ②職場実習先開拓員を配置し、実習先の開拓を行い、就

職希望者への情報提供を行っています。
②開拓した実習先の情報提供を実施するとともに、就職希望者への啓発活動に努めます。

176 4 1

２．「障害者の雇用の促進等に関
する法律の一部を改正する法律」
に向けての取り組み

今後施行される「障害者の雇用の促進等に関する法律の
一部を改正する法律」の国の動向について、情報収集を
行っています。

国の動向を踏まえ、「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」の施行に向け
ての情報収集を行い、指針等の周知に努めます。

177 4 1

３．企業への啓発 職場実習先開拓員による企業訪問を行い、障害のある人
の職場実習及び雇用の啓発を行っています。

職場実習先開拓員による企業訪問等を通じて、障害のある人の雇用の啓発に努めます。

178 4 1

４．各種制度の周知 職場実習先開拓員が企業訪問する際、各種奨励金等の啓
発に努めています。

職場実習先開拓員による企業訪問等を通じて、各種制度の周知をします。

179 4 1
５．合同面接会の開催 公共職業安定所とともに、障害者雇用促進合同面接会を

実施しています。
公共職業安定所とともに、障害者雇用促進合同面接会を実施し、雇用機会の拡大に努めます。

180 4 1

６．市職員としての雇用 法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域
や雇用形態について検討を行っています。

法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域や雇用形態について検討を行い、市での
雇用機会の拡大を図ります。

181 4 1

６．市職員としての雇用 法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域
や雇用形態について検討を行っています。

法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域や雇用形態について検討を行い、市での
雇用機会の拡大を図ります。

182 4 1

６．市職員としての雇用 医療業務を行う有資格者の確保が前提となるため、障害
のある人の雇用に直接繋げることが難しい状況です。

職員の多くが専門職として勤務している状況ではあるが、適性に応じた業務を障害のある人の雇
用に繋げていくよう努めます。

183 4 1

７．事業主への雇用支援 障害のある人を職場実習に受け入れた事業主に対して、
障害者職場実習奨励金を交付しています。また、障害の
ある人を雇用した事業主に対して、雇用促進奨励金を交
付しています。

奨励金の交付を行い、職場実習機会の拡大、雇用機会の拡大に努めます。

184 4 2

１．船橋市自立支援協議会専門部
会の開催

船橋市自立支援協議会の専門部会である就労支援部会を
毎年開催しています。

障害者就労の関係機関が就労支援部会において、障害者就労の課題を共有するとともに、障害の
ある人の就労の拡大や定着に向けて、ジョブコーチとの連携、ジョブサポーター研修の実施、障
害者合同説明会の開催等について議論します。

185 4 2

２．船橋市特別支援連携協議会の
作業部会の充実

就労に向けて、船橋市特別支援連携協議会の第二作業部
会を開催しています。

船橋市特別支援連携協議会の第二作業部会にて、就労等の推進に向けて検討します。

186 4 2

３．関係機関との連携強化 船橋市自立支援協議会や就労支援部会を通じて、関係機
関との連携を図っています。

船橋市自立支援協議会や就労支援部会を通じて、障害のある人の就労の拡大や定着に向けて、障
害のある人の就労に関する課題を共有するとともに、ジョブサポーター研修の実施や障害者合同
説明会の開催等について議論し、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、障がい者地
域福祉連絡会、商工会議所との更なる連携の強化を図ります。

187 4 2

４．障害者就業・生活支援セン
ターの充実

障害者就業・生活支援センターに対して、就労支援員配
置のための補助金を交付しています。

障害のある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・生活支援センターの機能強化を図るた
め、今後も就労支援員の配置のための補助金を交付します。

188 4 2

５．就労定着に向けた支援 就職準備段階からジョブコーチによる支援を開始し、就
職後の実務支援を行っています。また、障害福祉サービ
スを提供する事業所等の職員が一般就労に対する支援の
知識を身につけられるよう、ジョブサポーター研修を実
施しています。

就労支援における課題を踏まえて、ジョブサポーター研修の内容等について見直し、ジョブコー
チの利用促進について検討するとともに、障害者就労に関わる人に幅広く必要な知識の習得を図
ります。

189 4 2

６．地域活動支援センター等の充
実

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に対し
て運営費の補助等を行うとともに、充実した日常生活や
社会生活を営むための創作的活動や生産活動の機会の提
供、社会との交流の促進、生活指導などにより自立を
図っています。

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所の運営の安定化を図る為、運営費の補助等を継
続します。

190 4 2

６．地域活動支援センター等の充
実

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に対し
て運営費の補助等を行うとともに、充実した日常生活や
社会生活を営むための創作的活動や生産活動の機会の提
供、社会との交流の促進、生活指導などにより自立を
図っています。

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所の運営の安定化を図る為、運営費の補助等を継
続します。

191 4 2

７．受注及び販路の拡大 千葉県障害者就労事業振興センターへ事業委託を行い、
障害者就労施設等の受注・販路の拡大についての指導を
行っています。

千葉県障害者就労事業振興センターの体制を拡大し、契約主体となる共同受注窓口を設置するこ
とにより、事業所への支援及び障害のある人の工賃向上を図ります。

192 4 2

８．職親委託制度の利用 職親委託制度の利用により、必要な指導訓練を行ってい
ます。

　知的障害者に対する職親委託制度を継続します。

193 4 3

１．障害者就労施設等からの優先
的な物品等の調達

平成２５年度から、毎年船橋市障害者就労施設等からの
物品等の調達の推進を図るための方針を策定し、障害者
就労施設等から物品等を調達しています。

障害者就労施設等からの物品等の調達目標金額定め、ホームページで実績を公表し、目標金額
の達成と調達金額の増額を目指します。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：
４,７１２千円（決算額）
就労支援員配置のための補助事業を継続して実施し、就
労支援事業所等の関係機関との連携を図れるよう取り組
んだ。また、市内の就労移行支援事業所を会員とした就
労移行支援事業所連絡会、障害者就業・生活支援セン
ター及び商工振興課との連携の下、障害者を実際に雇用
している企業の事例を収集した。

継続 障害福祉課 A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：
４,７１２千円（決算額）
就労支援員配置のための補助事業を継続して実施し、就
労支援事業所等の関係機関との連携を図れるよう取り組
んだ。また、市内の就労移行支援事業所を会員とした就
労移行支援事業所連絡会、障害者就業・生活支援セン
ター及び商工振興課との連携の下、障害者を実際に雇用
している企業の事例を収集した。

継続 障害福祉課

A
障害者就労支援関係機関へ紹介した企業数：3４社

継続 商工振興課 A
障害者就労支援関係機関へ紹介した企業数：33社

継続 商工振興課

A

企業等を対象に開催している障害者就労支援ジョブサ
ポーター養成研修の場において、法の改正内容について
取り上げ、中でも「障害者に対する差別の禁止」及び
「合理的配慮の提供義務」について重点的に説明を行
い、理解啓発を図った。また、情報収集を行った。

継続
障害福祉課
商工振興課

A

企業等を対象に開催している障害者就労支援ジョブサ
ポーター養成研修の場において、法の改正内容について
取り上げ、中でも「障害者に対する差別の禁止」及び
「合理的配慮の提供義務」について重点的に説明を行
い、理解啓発を図った。また、情報収集を行った。

継続
障害福祉課
商工振興課

A

平成３０年度訪問企業数：１３３社

継続 商工振興課 A

訪問企業数：142社

継続 商工振興課

A

職場実習先開拓員が企業を訪問する際、チラシを配布
し、各種奨励金制度を周知した。

継続 商工振興課 A

職場実習先開拓員が企業を訪問する際、チラシを配布
し、各種奨励金制度を周知した。

継続 商工振興課

A
平成30年度障害者雇用促進合同面接会参加者数：79名

継続 商工振興課 A
障害者雇用促進合同面接会参加者数：81名

継続 商工振興課

A

障害のある人を対象とした非常勤職員の募集・採用を実
施した。障害のある人の雇用機会を設けており、法定雇
用率は達成されている。 拡大 職員課 A

実雇用率２．７０％
法定雇用率２．５％
法定雇用率の遵守とともに、雇用機会の拡大を図った。 拡大 職員課

A

障害のある人を対象とした非常勤職員の募集・採用を実
施した。障害のある人の雇用機会を設けており、法定雇
用率は達成されている。 拡大 教育総務課 A

実雇用率２．５０％
法定雇用率２．４％
法定雇用率の遵守とともに、雇用機会の拡大を図った。 拡大 教育総務課

B

非常勤職員１名を採用したが、法定雇用率は未達成であ
る。

継続
医療セン
ター

B

実雇用率1．27％
法定雇用率２．５％
採用に至らず、法定雇用率は未達成である。

継続
医療セン
ター

A

平成３０年度は以下のとおり奨励金の交付を行ったが、
必要性について検証し、廃止に向けた検討を行った。
平成３０年度雇用促進奨励金交付金額（障害者対象
分）：６,２７７,５00円
平成30年度障害者職場実習奨励金額：2,820,000円

廃止 商工振興課 A

雇用促進奨励 金交 付金 額（ 障害 者対 象分 ）：
4,278,000円
障害者職場実習奨励金額：3,020,000円

継続 商工振興課

A

就労支援部会：４回開催
障害者福祉施設合同説明会：１回開催
ジョブサポーター養成研修：１回開催
就労支援部会員と障害者就労の課題を共有し取り組ん
だ。

継続 障害福祉課 A

就労支援部会：２回開催
障害者福祉施設合同説明会：１回開催
ジョブサポーター養成研修：１回開催
就労支援部会員と障害者就労の課題を共有し取り組ん
だ。

継続 障害福祉課

A

引き続き、第二作業部会を３回開催し、卒業後の充実し
た生活に向けて情報交換した。船橋市特別支援連携協議
会において方向性を確認した。

継続
総合教育セ
ンター

A

引き続き、第二作業部会を３回開催し、学校卒業後に関
わりのある福祉サービスとの情報交換を行った。作業部
会で確認し、船橋市特別支援連携協議会において方向性
を確認した。

継続
総合教育セ
ンター

A

就労支援部会：４回開催
就労支援部会にてジョブサポーター養成研修及び障害者
福祉施設合同説明会の実施について検討し、新たに障害
者就労事例集の作成に取り組んだ。また、障害者就労に
関係する関係部署等の連携を強化するため、「障害者就
労に係る組織内連携会議」「就労移行支援事業所連絡
会」を開催し、障害者就労に係る課題の意見交換等を
行った。

継続 障害福祉課 A

就労支援部会：２回開催
就労支援部会にてジョブサポーター養成研修及び障害者
福祉施設合同説明会の実施について検討し、新たに障害
者就労事例集の作成に取り組んだ。また、障害者就労に
関係する関係部署等の連携を強化するため、「障害者就
労に係る組織内連携会議」「就労移行支援事業所連絡
会」を開催し、障害者就労に係る課題の意見交換等を
行った。

継続 障害福祉課

A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：
４,７１２千円（決算額）
障害がある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・
生活支援センターの機能強化を図った。

継続 障害福祉課 A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：
４,７１２千円（決算額）
障害がある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・
生活支援センターの機能強化を図った。

継続 障害福祉課

A

ジョブサポーター養成研修：１回開催
参加者数：６３人（内、一般企業参加者数：３３人）
テーマ「精神障害者の就労定着と障害者雇用促進法の改
正について」
福祉事業所のみならず、一般企業等からも均等に参加い
ただけたため、障害者雇用に係る理解啓発に加え、支援
側と雇用側との交流の場としても活用することが出来
た。

継続 障害福祉課 A

ジョブサポーター養成研修：１回開催
参加者数：６７人（内、一般企業参加者数：３６人）
テーマ「発達障害者の就労定着について」
福祉事業所のみならず、一般企業等からも均等に参加い
ただけたため、障害者雇用に係る理解啓発に加え、支援
側と雇用側との交流の場としても活用することが出来
た。

継続 障害福祉課

A

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に、運
営費の補助を行った。
・地域活動支援センター　７０,３７８千円
　市内　８事業所　市外　６事業所
・心身障害者福祉作業所　１１,６２１千円
　市内　２事業所

継続 障害福祉課 A

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に、運
営費の補助を行った。
・地域活動支援センター　７０,７４０千円
　市内　９事業所　市外　７事業所
・心身障害者福祉作業所　４,９９８千円
　市内　１事業所

継続 障害福祉課

A

５年ごとに指定管理者の更新選定を行い、状況に沿った
業務遂行のための人件費や事業費を算定しながら候補者
選定を行っている。

継続 地域保健課 A

５年ごとに指定管理者の更新選定を行い、状況に沿った
業務遂行のための人件費や事業費を算定しながら候補者
選定を行っている。

継続 地域保健課

A

共同受注窓口として調整を行ったほか、見積書作成・価
格設定の考え方研修、会計研修等を実施した。

継続 障害福祉課 A

共同受注窓口として、ふなばし市議会だよりのポスティ
ング業務の調整を行ったほか、食品表示法に関する研修,
消費税増税に伴う会計研修等を実施した。

継続 障害福祉課

A

知的障害者に対する職親委託制度を継続する。
対象者　１名

継続 障害福祉課 A

知的障害者に対する職親委託制度を継続する。
対象者　１名

継続 障害福祉課

A

封筒の印刷やイベントの参加賞などの金額増加により、
目標を達成した。
目標額：16,274,000円
実績額：16,479,549円
件数：５４件

継続 障害福祉課 A

市議会だよりのポスティング業務委託や市政功労記念品
などの金額増加により、目標を達成した。
目標額：25,818,000円
実績額：29,395,978円
件数：66件

継続 障害福祉課

進捗状況（令和元年度）
担当課

進捗状況（平成30年度）
担当課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

194 4 3

２．福祉ショップの開設 障害のある人の就労先の確保や工賃向上を目的とし、福
祉ショップの設置を検討しています。

福祉ショップの設置に向けて、設置場所の選定などの具体的な検討をします。

195 4 4

１．障害年金制度及び特別障害給
付金制度の周知

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへ
の掲載や手帳交付時にパンフレットを配布するなど制度
の周知を行っています。

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの掲載など周知を図ります。

196 4 4

１．障害年金制度及び特別障害給
付金制度の周知

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへ
の掲載や手帳交付時にパンフレットを配布するなど制度
の周知を行っています。

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの掲載など周知を図ります。

197 4 4

２．手当の給付 各種手当の支給を通じて、障害のある人の経済的自立を
支援しています。

障害のある人を対象とする手当を市のホームページ、障害福祉のしおり等にて更なる周知を図
り、各種手当を支給することにより、経済的自立を支援します。

198 4 4

３．心身障害者新規就労支度金の
支給

心身障害者新規就労支度金を支給することにより、経済
的自立を支援しています。

市のホームページや福祉のしおり等にて更なる周知を図り、心身障害者新規就労支度金の支給を
通じて、障害のある人の経済的自立を支援します。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第４章　雇用・就業、経済的自立の支援】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）

担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

A

障害者就労施設等による合同販売会を実施した。
市役所本庁舎：9回
ららぽーとTOKYO-BAY：1回
ふなばし朝市：3回

継続 障害福祉課 A

障害者就労施設等による合同販売会を実施した。
市役所本庁舎：8回
ららぽーとTOKYO-BAY：1回
市役所本庁舎の開催については、新型コロナウイルス感
染症の影響により１回中止となった。

継続 障害福祉課

A

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへ
の掲載など周知を図った。

継続 国保年金課 A

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへ
の掲載など周知を図った。

継続 国保年金課

A

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへ
の掲載や手帳交付時にパンフレットを配布するなど制度
の周知を行っています。 継続 障害福祉課 A

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへ
の掲載や手帳交付時にパンフレットを配布するなど制度
の周知を行った。 継続 障害福祉課

A

市のホームページや広報ふなばし、障害福祉のしおりだ
けでなく、手帳交付の通知を送付する際、各手当の対象
となる可能性がある方には手当の通知も併せて送付する
等周知を行い、各手当の要件を満たす方に適切に支給
し、経済的自立を支援した。

継続 障害福祉課 A

市のホームページや広報ふなばし、障害福祉のしおりだ
けでなく、手帳交付の通知を送付する際、各手当の対象
となる可能性がある方には手当の通知も併せて送付する
等周知を行い、各手当の要件を満たす方に適切に支給
し、経済的自立を支援した。

継続 障害福祉課

C

本事業による支度金の支給は一時的なものであり、これ
をもって経済的自立を支援したとは言えず、全国的な事
業実施率も非常に低いため、将来的に経過措置を設けた
上で事業を廃止することを検討した。

縮小 障害福祉課 C

本事業による支度金の支給は一時的なものであり、これ
をもって経済的自立を支援したとは言えず、全国的な事
業実施率も非常に低いため、将来的に経過措置を設けた
上で事業を廃止することを検討した。

継続 障害福祉課
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第７章 

差別の解消及び権利擁護の推進 

 

 

 

 

（１） 差別の解消及び権利擁護の推進 

（２） 行政サービス等における配慮 

  



235 7 1

１．障害者差別解消法施行に向
けての取り組み

障害者差別解消法については、平成２８年４月１日に
施行されることとなっており、国の動向についての情
報収集を行っています。

国の動向を踏まえ、障害者差別解消法施行に向けた取り組みを行います。

236 7 1

２．権利擁護体制の検討 船橋市自立支援協議会にて権利擁護体制の検討を行っ
ています。

船橋市自立支援協議会の権利擁護部会において、権利擁護に関する課題を共有するとともに、差
別の解消及び権利擁護の推進を図ります。

237 7 1

３．障害者虐待防止ネットワー
クによる権利擁護の推進

船橋市自立支援協議会・虐待防止対応連絡会議・個別
ケース会議の３階層の虐待防止ネットワークを構築す
ることにより障害者虐待防止のための関係機関との連
携協力を図っています。

虐待防止対応連絡会議を活用し、障害者虐待の問題解決を図っていくとともに、船橋市自立支援
協議会に虐待防止対応における審議状況を報告し、障害者虐待に関する課題共有を図ります。

238 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門
との連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門と
の連携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、障害者虐待防止を推進します。

239 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門
との連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門と
の連携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、障害者虐待防止を推進します。

240 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門
との連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門と
の連携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、障害者虐待防止を推進します。

241 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門
との連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門と
の連携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、障害者虐待防止を推進します。

242 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門
との連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門と
の連携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、障害者虐待防止を推進します。

243 7 1

５．障害者虐待防止センターに
よる権利擁護の推進

障害者虐待防止センターにて、虐待に関する通報の受
付・相談を行うことにより、障害者虐待の早期発見・
予防に取り組んでいます。

障害者虐待防止センターにおいて虐待の通報の受付・相談を行うとともに、障害者虐待防止のた
めの啓発活動を行うことにより障害者虐待防止の取組を推進します。

244 7 1

６．成年後見制度の利用の推進 ①必要となる費用を負担することが困難である人に対
し、後見人等の報酬等の全部又は一部を助成すること
により成年後見制度の利用を推進しています。

①障害者世帯の高齢化等により、成年後見制度の利用の必要性が高まっていることを踏まえ、成
年後見人の報酬等の費用の助成を行い、成年後見制度の利用を推進します。

245 7 1

６．成年後見制度の利用の推進 ①必要となる費用を負担することが困難である人に対
し、後見人等の報酬等の全部又は一部を助成すること
により成年後見制度の利用を推進しています。

①障害者世帯の高齢化等により、成年後見制度の利用の必要性が高まっていることを踏まえ、成
年後見人の報酬等の費用の助成を行い、成年後見制度の利用を推進します。

246 7 1

６．成年後見制度の利用の推進 ②船橋市障害者成年後見支援センターにて、障害のあ
る人の法人後見等の受託や、障害のある人及びその家
族に対して成年後見制度を利用するにあたっての電話
相談等を行うことにより成年後見制度の利用を推進し
ています。

②船橋市障害者成年後見支援センターにおいて、成年後見制度に関する電話相談を行うととも
に、市からの依頼に応じて法人後見等の受託を行い、成年後見制度の利用を推進します。

247 7 1

７．ふなばし高齢者等権利擁護
センター「ぱれっと」の利用の
推進

船橋市社会福祉協議会が設置しているふなばし高齢者
等権利擁護センター「ぱれっと」にて、判断能力が十
分でない人に対し、福祉サービスの利用援助、日常的
な金銭管理などの日常生活自立支援事業を行ってお
り、その利用について周知を図っています。

ふなばし高齢者等権利擁護センター「ぱれっと」が実施している日常生活自立支援事業を周知
し、利用を推進します。

248 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習
の時間などを通して、心のバリアフリーについて理解
を進めています。また、市民のための講演会を開催
し、障害の知識と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会を設けるとともに、各種のイベント等
を通じて、市民の理解を深めます。

249 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習
の時間などを通して、心のバリアフリーについて理解
を進めています。また、市民のための講演会を開催
し、障害の知識と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会を設けるとともに、各種のイベント等
を通じて、市民の理解を深めます。

250 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習
の時間などを通して、心のバリアフリーについて理解
を進めています。また、市民のための講演会を開催
し、障害の知識と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会を設けるとともに、各種のイベント等
を通じて、市民の理解を深めます。

251 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習
の時間などを通して、心のバリアフリーについて理解
を進めています。また、市民のための講演会を開催
し、障害の知識と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会を設けるとともに、各種のイベント等
を通じて、市民の理解を深めます。

252 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習
の時間などを通して、心のバリアフリーについて理解
を進めています。また、市民のための講演会を開催
し、障害の知識と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会を設けるとともに、各種のイベント等
を通じて、市民の理解を深めます。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第７章　差別の解消等】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性

A

船橋市障害者差別解消支援地域協議会を設置した。同
協議会は3回開催し、障害者差別に係る事例共有や意見
交換を行った。
また、障害者週間記念事業おいて周知啓発活動を行っ
た。

継続 障害福祉課 A

船橋市障害者差別解消支援地域協議会を２回開催し、
障害者差別に係る事例共有や意見交換を行った。
また、障害者週間記念事業おいて周知啓発活動を行っ
た。
令和元年度はそれらに加え、市内小学生の公募により
障害者理解啓発ポスターを作成し、市内小中学校や市
施設へ掲示した。

継続 障害福祉課

A

平成３０年度においては、権利擁護部会を１回開催
し、成年後見制度利用促進計画の概要説明と当該計画
を取り巻く現在の社会情勢についての協議、権利擁護
に関する事例検討を行った。

継続 障害福祉課 A

令和元年度においては権利擁護部会を年１回開催し、
各関係機関における権利擁護に関する相談件数の報告
と、権利擁護に関する事例検討を行った。

継続 障害福祉課

A

平成３０年度に虐待防止対応連絡会議を４回開催し、
障害者虐待案件の終結に関する適否の判断や困難ケー
スについて諮った。また、船橋市自立支援協議会に虐
待防止対応における審議状況を報告し、障害者虐待に
関する課題共有を行った。

継続 障害福祉課 A

虐待防止対応連絡会議を４回開催し、障害者虐待案件
の終結に関する適否の判断や困難ケースについて協議
した。また、船橋市自立支援協議会に虐待防止対応に
おける審議状況を報告し、障害者虐待に関する課題共
有を行った。

継続 障害福祉課

A

定期的に高齢者・障害者に関する虐待防止等の会議に
出席し、情報把握と情報交換を行うと共に支援の必要
な方に対しては各機関と連携し、支援している。 継続 地域保健課 A

定期的に高齢者・障害者に関する虐待防止等の会議に
出席し、情報把握と情報交換を行うと共に支援の必要
な方に対しては各機関と連携し、支援している。 継続 地域保健課

A

関係課との連携体制を構築し、緊急的な事案発生時に
適宜臨時会を開催した。

継続 包括支援課 A

関係課との連携体制を構築し、緊急的な事案発生時に
適宜臨時会を開催した。

継続 包括支援課

A

船橋市障害者虐待防止対応連絡会議に、包括支援課、
家庭児童相談室及びこども発達相談センターの職員も
参加し、虐待案件について意見交換を行った。 継続 障害福祉課 A

船橋市障害者虐待防止対応連絡会議に、包括支援課、
家庭児童相談室及びこども発達相談センターの職員も
参加し、虐待案件について意見交換を行った。 継続 障害福祉課

A

年４回開催される船橋市障害者虐待防止対応連絡会議
に出席し、情報共有及び連携を図った。

継続 家庭福祉課 A

年４回開催される船橋市障害者虐待防止対応連絡会議
に出席し、情報共有及び連携を図った。

継続 家庭福祉課

A

要保護児童の早期発見に努め、虐待かどうかの判断が
難しいケースに備えて関係機関と連携を図った。

継続 療育支援課 A

要保護児童の早期発見に努め、虐待かどうかの判断が
難しいケースに備えて関係機関と連携を図った。

継続 療育支援課

A

平成３０年度受理件数（虐待防止センター分）
１８件
虐待防止センターを中心に通報受付・相談を行った。
また、虐待防止のための啓発として平成３０年度は養
護者及び施設職員向けの研修を計２回実施した。

継続 障害福祉課 A

令和元年度受理件数（虐待防止センター分）
１１件
虐待防止センターを中心に通報受付・相談を行った。
また、虐待防止のための啓発として令和元年度は施設
職員向けの研修を計２回実施した。

継続 障害福祉課

A

制度の必要性のある方に対して、関係機関からの相談
に応じ、成年後見制度等の利用を図った。　平成３０
年度実績　市長申立：１件　報酬助成利用：１８件 継続 地域保健課 A

制度の必要性のある方に対して、関係機関からの相談
に応じ、成年後見制度等の利用を図った。　令和元年
度実績　市長申立：２件　報酬助成利用：２２件 継続 地域保健課

A

市長申立て　2件（後見2、保佐0）
報酬助成　16件（在宅11、施設5）計3,416,000円
本制度の利用を必要とする障害者について申立て、報
酬の助成を行った。

継続 障害福祉課 A

市長申立て　1件（後見1、保佐0、補助０）
報酬助成　18件（在宅10、施設8）計4,093,800円
本制度の利用を必要とする障害者について申立て、報
酬の助成を行った。

継続 障害福祉課

A

○相談件数
6,353件（知的3,633件、精神2,301件、その他

419件）
○法人後見の受任件数
77件（後見27件、保佐45件、補助5件）

継続 障害福祉課 A

○相談件数
8,285件（知的5,614件、精神2,161件、その他

510件）
○法人後見の受任件数
  77件（後見27件、保佐45件、補助5件）

継続 障害福祉課

A

日常生活自立支援事業を利用することで、高齢者、知
的障害者、精神障害者、身体障害者の方々が安心して
住み慣れた地域で生活が送れるように支援をおこなっ
た。具体的には「福祉サービスの利用援助」（郵便物
等の開封・確認、福祉サービスに関する情報提供
等）、「金銭管理サービス」（日常的な預貯金の出し
入れ、税金などの支払い代行等）をおこない、生活基
盤の立て直しを図り、利用者の生活スタイルに合わせ
ながら、自立した生活が送れるように支援をおこなっ
た。また、地域包括・在支の合同会議に出席し、本事
業の周知を図った。◎新規契約締結者数：１５人 ◎
解約者数：１２人◎H31.3末日利用者数：６８人

継続 地域福祉課 A

日常生活自立支援事業を利用することで、高齢者、知
的障害者、精神障害者、身体障害者の方々が安心して
住み慣れた地域で生活が送れるように支援をおこなっ
た。具体的には「福祉サービスの利用援助」（郵便物
等の開封・確認、福祉サービスに関する情報提供
等）、「金銭管理サービス」（日常的な預貯金の出し
入れ、税金などの支払い代行等）をおこない、生活基
盤の立て直しを図り、利用者の生活スタイルに合わせ
ながら、自立した生活が送れるように支援をおこなっ
た。また、地域包括・在支の合同会議に出席し、本事
業の周知を図った。◎新規契約締結者数：１8人 ◎解
約者数：１5人◎R2.3末日利用者数：６7人

継続 地域福祉課

A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識
の普及啓発を図るため、普及啓発講演会、船橋市精神
保健福祉推進協議会による小冊子の発行、こころの健
康セミナーを実施。平成３０年度実績　普及啓発講演
会：１回　５４名　こころの健康セミナー：１回　９
７名

継続 地域保健課 A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識
の普及啓発を図るため、普及啓発講演会、船橋市精神
保健福祉推進協議会による小冊子の発行、こころの健
康セミナーを実施。令和元年度実績　普及啓発講演
会：１回　４０名　こころの健康セミナー：３月１２
日開催予定だったが新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止。

継続 地域保健課

A

教材として障害者理解啓発パンフレットを市内小学校
５、６年生を対象に配布し、障害者への理解を図っ
た。
障害者週間記念事業のチラシを市内小・中学校の全学
年に配布し、イベントへの参加を促し障害の理解を
図った。

継続 障害福祉課 A

教材として障害者理解啓発パンフレットを市内小学校
５、６年生を対象に配布し、障害者への理解を図っ
た。
障害者週間記念事業のチラシを市内小・中学校の全学
年に配布し、イベントへの参加を促し障害の理解を
図った。

継続 障害福祉課

A

市民のための講演会を開催し、発達障害への知識の普
及と理解の促進を図った。

継続 療育支援課 A

市民のための講演会を開催し、発達障害への知識の普
及と理解の促進を図った。

継続 療育支援課

A

昨年度に引き続き、学校訪問や要請訪問の際に道徳、
特別活動、総合的な学習の時間等で指導・助言を行っ
た。

継続 指導課 A

昨年度に引き続き、学校訪問や要請訪問の際に道徳、
特別活動、総合的な学習の時間等で指導・助言を行っ
た。

継続 指導課

A

公民館の事業にて、中学生ボランティア養成講座、手
話講座などハンデを理解する事業を実施した。実施館
数は減少したものの、延べ参加者数が増加したため評
価をAとした。
平成30年度実績
実施館数：3館
参加者数：延べ787名

継続 社会教育課 A

公民館の事業にて、中学生ボランティア養成講座、手
話講座などハンデを理解する事業を実施した。実施館
数と延べ参加者数が増加したため評価をAとした。
令和元年度実績
実施館数：7館
参加者数：延べ1,023名

継続 社会教育課

進捗状況（令和元年度）
担当課

進捗状況（平成30年度）
担当課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

253 7 2

１．職員への障害及び障害のあ
る人に関する理解の促進

①障害者差別解消法の施行に向け、職員に障害及び障
害のある人への理解を図る必要があります。

①障害及び障害のある人への理解を図るため、全庁的な取り組みについて検討します。

254 7 2

１．職員への障害及び障害のあ
る人に関する理解の促進

②新規採用職員研修時に人権についての講話の時間を
設けるとともに、車いすや視覚障害者体験の実施、障
害者施設を含む福祉施設での実地体験を通じて、職員
に障害及び障害のある人への理解の促進を図っていま
す。

②新規採用職員研修の課目の中で、障害及び障害のある人への理解の促進を図ります。

255 7 2

２．事業における合理的な配慮
の推進

障害のある人に対する配慮について、各課が独自に
行っています。

障害及び障害のある人に対する配慮について、国において今後示される合理的な配慮を推進しま
す。

256 7 2

３．選挙における障害のある人
への配慮の推進

投票所のバリアフリーなど投票環境の改善に努めてい
ます。

投票環境の更なる向上及び障害のある人への配慮ある対応を図ります。

257 7 2

４．市議会の傍聴における障害
のある人への配慮の推進

議場傍聴席において車いす専用席の設置や手話通訳者
の派遣を行っています。

市議会の傍聴における障害のある人への配慮を推進します
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進捗状況（令和元年度）

担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

A

障害者差別解消法についての全庁的な研修を実施し、
職員の障害及び障害のある人に関する理解の促進を
図った。
また、平成３０年度は新たにパソコン端末を活用し、
全職員を対象としたe-ラーニング研修を実施した。

継続 障害福祉課 A

障害者差別解消法庁内連絡会、eラーニング研修、新規
採用職員研修をとおして、職員の障害及び障害のある
人に関する理解の促進を図った。

継続 障害福祉課

A

新規採用職員研修2部課程において、講話「人権につい
て」、車いす操作及び視覚障害者体験を新規採用職員
のうち１６３名、障害者福祉施設を含む福祉施設にお
ける3日間の実地研修を109名の研修生に対して実施
した。

継続 職員課 A

新規採用職員研修２部課程において、下記カリキュラ
ム（講話）を実施した。
（①～③新規採用職員のうち107名、④⑤は143名、
⑥は106名に実施）
①人権について（船橋人権擁護委員協議会）
②車椅子操作及び視覚障害者体験（船橋市社会福祉協
議会）
③聴覚障害者による講話（船橋市聴覚障害者協会）
④障害者差別解消法について（障害福祉課）
⑤障害（視覚）のある職員による講話
⑥障害者福祉施設を含む福祉施設における３日間の実
地研修

継続 職員課

A

平成３０年度は障害者差別解消法についての全庁的な
研修に加え、新たにパソコン端末を活用したe-ラーニ
ング研修を実施し、その中で合理的配慮の基本的な考
え方や具体例について説明した。

継続 障害福祉課 A

障害者差別解消法庁内連絡会、eラーニング研修、新規
採用職員研修をとおして、合理的配慮の基本的な考え
方や具体例について説明した。

継続 障害福祉課

A

平成３１年４月７日執行千葉県議会議員一般選挙及び
平成３１年４月２１日執行船橋市議会議員一般選挙時
に障害のある人への配慮ある対応を目的として当日投
票所への仮設スロープ設置やコミュニケーションボー
ドの配置の準備を行った。さらに各期日前投票所へ杖
ホルダーや筆記用具の補助グリップ等を配置。車椅子
の動線に配慮した会場レイアウトとした。

継続
選挙管理委
員会事務局

A

平成３１年４月７日執行千葉県議会議員一般選挙、平
成３１年４月２１日執行船橋市議会議員一般選挙及び
令和元年７月２１日執行参議院議員通常選挙時に障害
のある人への配慮ある対応を目的として当日投票所へ
の仮設スロープ設置やコミュニケーションボードの配
置を行った。さらに各期日前投票所へ杖ホルダーや筆
記用具の補助グリップ等を配置。車椅子の動線に配慮
した会場レイアウトとした。

継続
選挙管理委
員会事務局

A

本会議場傍聴席に車椅子専用スペース3席分、ヘッドホ
ン付席10席、本会議場傍聴席及び第4・5委員会室に
補聴器誘導システムを設置している。
また、手話通訳の希望があれば派遣している。

継続 庶務課 A

本会議場傍聴席に車椅子専用スペース3席分、ヘッドホ
ン付席10席、本会議場傍聴席及び第4・5委員会室に
補聴器誘導システムを設置している。
また、手話通訳の希望があれば派遣している。

継続 庶務課
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